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要  旨 

 

 

新型コロナウィルスの感染症上の位置づけが 5 類に移行するなか、持続的な社会経済の

新たな形成に向けて、今後の産業政策のあり方が問われている。本稿では、コロナ禍に

おける政策を振り返ったうえで、わが国が直面する課題のうち、4 つの論点を取り上げ

て議論する。①価格形成について、マークアップと市場支配力との関係を論じつつ、近

年のマークアップの推移にわが国独特の傾向があることを指摘する。このわが国におけ

るマークアップの傾向は、人口減少・少子高齢化の進展と整合的である点を論じる。②

デジタル化（DX）について、データ蓄積・利活用の中央集権的な取り組みに効果がある

点を文献に依拠しつつ指摘する。デジタルによるリコンビネーション化は、新たな産業

構造転換を促す下地になることを論じる。③経済安全保障について、エネルギーの観点

から論じる。わが国での電力システム改革を振り返りつつ、経済効率性と脱炭素を推し

進めてきた結果、安定供給との間にリバランスの必要が生じている背景を議論する。最

後に、④脱炭素化（GX）について、投資支援の考え方に触れつつ、体制面での新たな仕

組みの必要性について論じる。加えて、競争政策との関係についても論じる。これら 4

つの論点に対応するため、市場メカニズムのみに依拠するガバナンススキームからの転

換が求められる。市場メカニズムを前提としつつも、官民の連携を踏まえた新たな産業

政策の仕組みが、持続可能な経済社会の形成に向けてのガバナンスとして求められる点

を指摘する。 
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１. はじめに 

2020 年初頭から世界経済を麻痺させた新型コロナウィルスの感染拡大は、世界中のヒト
とモノの流れを分断し、社会経済活動に大きな打撃を与えた。ヒトの流れで言えば、外出自
粛や制限、国によっては都市封鎖という移動制約によって、グローバルを含めた人の流れが
滞った。例えば国際旅客輸送の落ち込みは、2001 年の米国での世界貿易センターでの同時
多発テロや 2003 年の SARS（重症急性呼吸器症候群）のときをはるかに上回った。感染拡
大を制御することが困難ななか、変異株の累次の登場と予測できない流行波の到来は、期限
なき行動制限を人々に強いることになった。先行きの見えない制限・自粛は、社会的・心理
的な閉塞感を生み出した 1。 

モノの流れでは、在宅勤務が定着するなか、外出しないで財・サービスを購入する「巣ご
もり」需要が広がった。EC（電子商取引）が成長し、宅配など国内物流が活況を呈するこ
とになった 2。他方で、小口・少額の国際物流が急増することで、わが国国民の健康や安全
を脅かす輸入品に対して、新たな対策が求められることになった 3。供給面では、コロナ感
染拡大による港湾作業員不足などから、コンテナ処理能力が大幅に低下し、海上運賃・航空
運賃が高騰する局面も見られた 4。 

 
1.1 新型コロナウィルス感染拡大における政策的対応 

わが国では、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置を含む感染対策に加えて、様々な経済
対策を補正予算などで確保・執行してきた 5。2020 年 4 月の緊急事態宣言を受けた「新型

 
1 日本財団が 2021 年に実施した「18 歳意識調査」においても、回答者の大半がコロナ禍
での外出制限にストレスを感じたと回答している（日本財団, 2021）。他方で、同調査で
は、外出制限によってスマホを見る時間が増えたとの回答が 7 割以上で見られ、本稿第 3
章でも議論するように、コロナ禍はデジタル化の普及が進展するきっかけともなったと考
えられる。 
2 小西他(2020, 2022）を参照。 
3 デジタルプラットフォーム事業者が提供するサービスを利用した輸入貨物の拡大に伴っ
て、不正薬物や知的財産侵害物品の密輸が増加するなか、なりすましによる不正輸入事案
が急増していることから、わが国では、税関事務管理人制度を見直すこととなった。消費
生活用製品の安全確保についても、玩具を初めとして、新たな対策がすすめられている。
なお消費者認知と市場成果との関係については Tanaka et al.（2022）を参照。 
4 この時期に海運各社は最高収益を上げた。なお都市封鎖によるサプライチェーンからの
影響として Inoue and Todo（2020）、Inoue et al.（2022）を参照。 
5 以下、経済産業省の政策を中心にまとめている。概観については、例えば上谷田・横山
（2022）を参照。なお、Hattori et al.（2021）が、全国民に一律 10 万円を給付する特定
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コロナウィルス感染症緊急経済対策」では、持続化給付金が措置された。これは事業者の事
業継続を支える給付金として、家賃支援給付金と共に申請件数（累積）に対して 9 割以上の
件数の給付がなされた 6。 

2021 年 9 月の緊急事態宣言の解除後、「コロナ克服・新時代開拓のための経済政策」で
は、2022 年 3 月までの事業継続の見通しを立てられるように事業復活支援金が措置された。
なお給付金に関しては、不正受給問題や事務業務の民間委託をめぐる対応が大きな問題と
なり、納税等の行政データを接合してプッシュ型で給付をすることの重要性が様々な場で
提言された 7。 

資金繰りの点では、政府系金融機関等による実質無利子・無担保融資（ゼロ・ゼロ融資）
が 2020 年 3 月に開始され、その後、民間金融機関にも拡大することになった。植杉他（2021）
での企業実態調査では、コロナ前から信用保証 8など継続的に利用していた企業も一定程度
存在していることが指摘されており、コロナ融資後倒産の増加がどの程度まで推移するか
に今後も注視が必要である 9。 

またポストコロナ・ウィズコロナの時代に対応するための事業再構築に係る取組を支援
するものとして、事業再構築補助金が 2021 年 1 月に措置された。新分野展開等への取り組
みを促す制度として評価されるべき面があるものの、どのように受給事業者のモラルハザ
ードを防ぎつつフォローアップをするのか、政策評価や EBPM の観点から工夫が求められ
る。 

 
1.2 ウィズコロナ経済に向けて 

2023 年 5 月 8 日より、新型コロナウィルスの感染症上の位置づけが、結核や SARS のよ
うな第 2 類から第 5 類に移行し、感染法に基づく行動制限を要請されることがなくなった。
これにより、感染防止は個々人の自主的な判断に基づくことになった 10。海外渡航において

 
定額給付金に対する家計消費への効果を分析し、10%程度の消費誘発効果（流動性制約に
あれば 13%ほど）があったと報告している。 
6 なお 2021 年 2 月申請をもって終了した。 
7 例えば大橋（2021）、小林・佐藤（2021）を参照。 
8 金融機関の信用保証については家森（2020）、Tang and Uchida（2020）、Tsuruta
（2021）を参照。なお Tsuruta and Uchida（2021）は企業間信用の役割を分析している。
無担保融資と無形資産との関係については Ogura et al.（2023）を参照。 
9 この他、日銀の流動性創出については郡司他（2021a）、わが国の金融仲介コストについ
ては郡司他（2021b）を参照。 
10 併せて、同年 9 月 1 日からは内閣感染症危機管理統括庁が新設され、また国立国際医療
研究センターと国立感染症研究書を統合して、日本版 CDC と言える国立健康危機管理研
究機構を設立することとなった。 
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求められていた PCR 検査陰性証明書は不要となっており 11、経済活動もコロナ前の状況へ
と正常化に向かいつつある。例えば、第 3 次産業活動指数においては、個人向けサービス活
動は行動制限解除を受けて 2 か月連続で上昇し、サービス産業の活動水準は 2019 年 9 月以
来の水準まで戻ってきた 12。 

他方で 5 類移行後も、新型コロナウィルスの感染が終息したわけではなく、コロナウィ
ルスの感染者は増減の波が続いている。ポストコロナというよりは、ウィズコロナとして、
変異株の新型コロナウィルス感染再拡大も念頭に置きながら、社会経済を動かしていくと
いう政策的視点が求められている。 

ウィズコロナに移行したわが国を取り巻く経済社会環境は、新型コロナウィルス感染拡
大前の時期とは、様々な点で様相を異にしている。本稿では、そうした側面のいくつかにつ
いて、RIETI での「産業フロンティア」プログラムでの活動から得られた含意を踏まえて議
論しつつ、今後のわが国における持続可能な経済社会形成に向けた論点を提起する。本稿の
構成は以下のとおりである。第 2 章では、賃金と物価の安定的な上昇を目指すうえでの前
提の 1 つとされる価格形成について、実証的・理論的な背景も含めて議論する。販売価格と
限界費用との差であるマークアップには、性格の異なるマークアップが混在していること
を指摘し、適正な価格形成のあり方における論点を示す。 

第 3 章は、デジタル化と産業の構造変化について論じる。第 4 章は、エネルギーに焦点
を当てて電力システム改革の評価を通じて、経済効率性と安定供給とのバランスを議論す
る。自由化が短期での最適化を目指しがちであるのに対して、安定供給の基盤となる量の確
保をいかに果たすかが課題である点を浮き彫りにする。第 5 章では地球温暖化対策の取り
組みについて触れる。温室効果ガス（GHG）の削減に対する要請が年を追うごとに厳しさ
を増すなかで、GHG 削減に向けての規制・支援策に必要な考え方を議論する。とりわけ長
期にわたる大規模な投資を行う上での政策立案と人材育成の新たな仕組みが求められる点
を強調する。第 6 章はまとめである。なお本稿ではテーマ設定の関係で「産業フロンティ
ア」プログラムで公表された全ての研究に触れられていないが、本プログラムでは多岐に亘

 
11 日本に居住するビジネス海外渡航者に対しては、出国前検査証明が求められていたこと
から、海外渡航者新型コロナウィルス検査センター（TeCOT）が立ち上げられ、2020 年
10 月から日本に居住するビジネス海外渡航者向け検査能力の確保及びマッチングプラット
フォームが経済産業省・厚生労働省によって提供されていた。その後、民間企業での取り
組みも進み、行政によるサービス提供は一定の役割を終えたとして、2022 年 9 月 30 日に
TeCOT はその事業を終了することになった。本事例は、政府による施策を適切なタイミ
ングで事業終了させた好事例として広く参考にされるべきだろう。 
12 https://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/archive/kako/20230718_1.html（アク
セス日：2023 年 9 月 20 日）を参照。 
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る学術研究が展開された 13。 
 
２．価格形成と市場支配力 14 

令和 5 年度年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告。以下「経済財政報告」）では、
その第 3 章にて企業収益向上に向けた課題としてマークアップ率を取り上げている。同報
告では、賃金と物価の持続的で安定的な上昇を目指すうえで、賃金上昇とコストの適切な価
格転嫁を通じたマークアップ率の確保が必要であるとする。これを踏まえて、本章ではまず
マークアップ率について説明する（2.1 節）。その上で、マークアップ率が競争政策上、どの
ように捉えられるかを論じる（2.2 節）。次にわが国のマークアップ率の推移から推察され
る経済学的な含意（2.3 節）とともに、価格形成に関する政策的な視点（2.4 節）を提起した
い 15。 

 
2.1．マークアップ率の推定 

マークアップ率は、①価格（p）に占めるマークアップ（p と限界費用（mc）との差）で
表現（すなわち(p-mc)/p）されたり、②mc の p に占める割合（すなわち mc/p）、あるいは
③その逆数（すなわち p/mc）で表現されたりと、その定義の仕方はまちまちである。しか
しながら、その意味するところは同じであり、販売価格が「競争価格」（競争状態における
価格）からどれだけ乖離しているかを示す指標であるといえる。 

 
13 なお本稿ではテーマ設定の関係で「産業フロンティア」プログラムで公表された全ての
研究に触れられていない。それらの研究は、以下の通り（順不同）：人口高齢化について
は Xu（2021）、人口減少に伴う移民について（Kawasaki and Ikeda, 2021）、労働市場につ
いては Aoyama et al.（2021）、税効果については Hiraguchi（2021）、Lapoint and 
Unayama（2020）、土地のキャピタル・ゲインの帰着については宇南山・吉川（2021）、
税・社会保険料と所得との関係については Ohno et al.（2021）、人的資本形成については
Inose（2021）、労働規制と生産性との関係については田中・馬奈木（2020）、上場企業と
非上場企業との属性の違いについては Ueda and Sharma（2020）、セルフメディケーショ
ン税制と薬剤費との関係（西川・大橋, 2022）、高速鉄道の経済効果（Yoo, et al., 2022）、
なお中小企業の資本構成上の地理的異質性については Ozturk and Yasuda（2021）、投資行
動の空間的分布については Lapoint and Sakabe（2021）を参照。 
14 本章での議論は大橋（2012, 2020, 2021）を参考にしている。 
15 なお独禁法の観点から、川濱（2023）はブランダイス学派にかかる厚生基準などの論点
を論じている。米国では企業結合ガイドライン（merger guidelines）の改定案が 2023 年 7
月 19 日に公表され、市場シェア等に基づく市場支配力判断から経済分析による判断へと
向かっていた 2010 年以降の大きな流れが、2010 年以前の方向へ逆戻りしつつある点が指
摘されている。 
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経済財政報告でいう企業の価格設定とは、競争政策や独占禁止法で言うところの市場支
配力と同義である。市場支配力とは、競争を実質的に制限する能力を指し、その能力が行使
されることで、「競争価格」を相当程度上回る販売価格が設定できることになる 16。そのと
き販売価格と限界費用との乖離は、競争価格と限界費用との差を上回ることになる。 

企業の市場支配力（すなわちマークアップ率）が拡大しているのではないかとの懸念は、
コロナの感染拡大以前から、国際的に高まっていた。例えば、国際通貨基金（IMF）は、2019
年 4 月の「世界経済見通し」において、企業による市場支配力の高まりについての分析を公
表した（IMF, 2019）が、そこでは 27 カ国 12 から 100 万社弱の企業財務データを収集し、
2000〜15 年の期間に 6％のマークアップ率の上昇が見られるとした。なおこの IMF のレポ
ートでは、米国でのマークアップ率の上昇はこの 2 倍を超えると推定している。 

マークアップ率の推定において、経済財政報告では、Nakamura and Ohashi (2019）と同
様に、（コブダグラス型）生産関数からマークアップ率を推定している 17。このアプローチ
は、De Loecker and Warzynski (2012)や De Loecker et al. (2020)が提唱した手法であり、
生産物市場を明示的にモデル化せず、生産要素市場が完全競争であることを仮定して、企業
の費用最小化問題を解くことでマークアップ率を導出している。 

 
〈図表１〉

 
16 東宝・スパル事件東京高裁判決（昭和 26 年 9 月 19 日） 
17 なお、生産関数に関連して、中小企業の技術的非効率性を推定した研究として Ogawa
（2021）を参照。 
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Nakamura and Ohashi (2019)では企業活動基本調査を用い、売上原価から労務費を差し
引いたものを可変的な投入費用として 2001 年から 2016 年までのマークアップ率を算出し
た。図表１には、そこで得られたマークアップ率の推移を IMF（2019）での結果と比較し
た。比較を容易にするために、IMF（2019）と同様に、サンプル初年を 1 として指数化して
いる。 

図表から見て取れる特徴は、海外主要国ではマークアップ率がこの 10 数年で上昇してい
るにもかかわらず、日本では変わっていないか、むしろ下落しているという点である 18。こ
の点は、経済財政報告でも同様にみられている 19。なお Nakamura and Ohashi (2019)では、
市場集中度（HHI）も分析しており、わが国では市場集中度が、特に製造業を中心に高まる

18 なお Worldscope 収載の世界 7 万社のデータを用いて、世界各国のマークアップ率を推
計した De Loecker and Eeckhout (2018)では、日本のマークアップ率は上昇していると報
告されている。企業活動基本調査収載の企業数が 4 万社であり、Worldscope に収載されて
いる日本企業の数は相当に限定的と推察されることから、本稿では Nakamura and Ohashi 
(2019)や経済財政報告での結果を踏まえて議論する。 
19 経済財政報告では 2001 年から 2020 年までのマークアップ率の推移を推定している。 

図表1
マークアップ率の推移

出典：Nakamura and Ohashi (2019), IMF (2019; Figure 2.2)をもとに作成

主要国・全産業

日本・全産業日本・製造業
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(年)
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方向にある点を報告しており 20、この点は概ね海外主要国と同様である 21。 
 

2.2. 市場支配力の定義  
企業の価格設定が、市場支配力として経済学的に問題になり得るのは、不当に獲得された

市場支配力によって「競争価格」であれば購買していただろう消費者の一部が購買を断念せ
ざるを得なくなるからである。このときの「競争価格」とはいかなる状況における価格かに
は複数の見方が存在しうる。教科書的には「競争価格」を完全競争においてつけられる価格
と便宜的に仮定することが多いが、市場競争によって生じる価格が完全競争による価格と
等しい保証はない。そもそも完全競争が成り立つために満たされるべき仮定が、対象となる
市場に当てはまるかは自明ではなく、したがって競争価格が完全競争での価格と等しくな
るかどうかはケースバイケースで個別に判断されるべきだろう。 

需要曲線と供給曲線との交点で販売価格が決まる（つまり市場が完全競争である）ために
は、市場で取引される財が同質であり、当該市場への企業の参入退出が容易であるばかりで
なく、市場で取引される財についての情報は全ての市場参加者に均一に行き渡っている必
要がある。もし分析対象となる市場において財が差別化され、あるいは財の品質などに関し
ての情報の非対称性が売り手と買い手との間に存在すれば、競争的な市場においてもある
程度の市場支配力は残るものと考えられる。このとき不当に獲得された市場支配力による
死荷重は図表２の斜線部のようになるはずである。すると競争的な市場においても完全競
争が成り立たない世界では、競争状況においても市場支配力が存在することになる。このと
き販売価格と競争価格との差（図表 2 でのマークアップ②）が、競争政策上の関心となる。 

このように考えると、競争政策上の問題はマークアップが存在することではなく、追加的
なマークアップ（マークアップ②）の存在となるはずであり、この追加的な市場支配力がど
のように獲得されたかが競争政策上の論点になるべきだろう 22。 

 
〈図表２〉

 
20 わが国における集中度の増加については、五十嵐・本多（2022）も参照。 
21 米国における集中度の上昇については、例えば Autor et al. (2020)を参照。なお Rossi-
Hansberg et al.（2020）は、地域ごとに分割すると、地方では集中度が低下していること
を指摘している。 
22 なお De Loecker and Warzynski（2012）のアプローチで推定されたマークアップは、販
売価格と限界費用との差であり、不当な市場支配力（マークアップ②に相当）と正当な市
場支配力（マークアップ①に相当）との和であると考えられる。正当な市場支配力を推定
するには、需要の価格弾力性を推定する必要がある。こうしたアプローチについての詳細
は技術的になることから、大橋（2021）やその参考文献に譲ることにしたい。 
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2.3．マークアップの経済学的な含意 

市場集中度が他国と同様に高まっているにもかかわらず、なぜわが国のマークアップは
少なくともこの 15 年間、ほぼ不変なのだろうか。マークアップ（p-mc）が高まる海外主要
国における現状に対する説明として、Philippon （2019）は以下の二つの仮説を提起する 23。 

 
仮説１： 国内市場の競争性が低下している 
仮説２： 企業の生産性が向上している 

 
寡占化によって価格が上昇するか（仮説 1）、生産性の向上によって限界費用が低下する

か（仮説２）、いずれか（あるいは双方）の仮説が成り立てばマークアップは上昇すること
になる。 

両仮説の背景には、様々な状況が考えられるだろう。例えば、仮説 1 の背景には、GAFAM
と総称される巨大 IT 企業が競争制限的な行為を行うことで、新規参入が妨げられて、マー

 
23 Philippon（2019）は市場集中度の動きに対して 6 つの仮説を提起している。本章では
市場集中度ではなく、マークアップの動きに着目することによって、Philippon（2019）の
仮説を２つに集約した。 

図表2
マークアップと市場支配力

販売価格―限界費用 ＝ （競争価格－限界費用） ＋ （販売価格―競争価格）

マークアップ
（市場支配力）

マークアップ①
（正当な市場支配力）

マークアップ②
（不当な「市場支配力」）



9 
 

クアップが上昇しているのかもしれない。Philippon （2019）は、フランスの通信産業を例
に挙げつつ、市場競争の欠如がマークアップ率の上昇を生んでいるとの論を展開している。 

また仮説 2 の背景には、価格比較サイトや電子商取引の普及、無形資産の活用による生
産性の向上、あるいは巨大 IT 企業などのスーパースター企業による生産性の向上が考えら
れよう。 

市場集中度は他国と同様に高まっているにもかかわらず、なぜわが国のマークアップは
この 15 年間、ほぼ不変なのだろうか。先の仮説に沿って考えると、整合的な説明としては、
市場集中度が高まるものの、国内市場の競争性に変化がなく、また生産性も向上していない
のでマークアップも変わらないということになる。つまり、市場集中度の高まりを日本経済
平均で見たときには、競争阻害など市場競争を制限することによって生じているようには
見えず（つまり仮説 1 が該当しない）、また勝者にシェアが集中してスーパースター企業が
誕生して生産性が向上したようにも見えない（つまり仮説 2 が該当しない）ということだ。 

日本の特異な状況を説明できそうな 1 つの仮説が、人口減少の影響である。人口減少に
よる内需の縮小は、当初は供給過多の状況を生み出すものの、中長期的には企業の退出や合
併による再編・集約を引き起こし 24、市場集中度を高めることになる。他方で、市場規模が
縮小するなかでの市場集中度の高まりにおいて、さらなる内需の縮小を招くような価格の
引き上げは行われにくい。 

すなわち寡占化が進行するも、マークアップを上げられないことが、わが国における特異
な現象を生じさせる背景になっているのではないか。この点は、Philippon（2019）では検
討されていない、わが国に特有な論点と考えてよいだろう。 

 
2.4. コスト上昇の転嫁と価格形成 

政府は 2021 年 3 月に「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑施策パッケー
ジ」を公表し、中小企業等が労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁で
きるようにするための取り組みを行っている。背景には、賃上げの原資はマークアップ（p-
mc）にあるとの認識のもとに、限界費用（mc）の低廉化を（1.1 節にて触れた）事業再構築
補助金などで支援しつつ、施策によって価格（p）を適切に上昇させることが必要との認識
があるものと思われる 25。 

まず賃上げが競争下において適切な水準であるならば、完全競争のもとでも正常利潤で
確保ができるはずであり、必ずしも超過利潤（これは正当な市場支配力においても生じるこ

 
24 水平合併の定量評価として Ko and Ohashi（2022）や Fukasawa and Ohashi (2023)を参
照。 
25 施策群には、コスト上昇分の転嫁拒否が疑われる業種に対する立入検査や、コスト上昇
を取引価格に反映しない取引は、独禁法の優越的地位の濫用や下請法の買いたたきに該当
するおそれがあることの明確化すること等が挙げられている。 
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とを 2.2 節で説明した）が必要とはならない。 
仮に賃上げ原資として超過利潤が必要である場合であっても、コスト上昇分がどの程度

転嫁されるかは、正当な競争が機能している場合にでも、需要・供給の価格弾力性に依存す
る。コスト上昇分をそのまま 100%価格に転嫁することが経済理論上正しいのは、需要が価
格に対して非弾力的な場合など特殊なケースに限られる。 

また価格が市場の寡占性ではなく、交渉で決められる場合でも、交渉上の劣位にあること
が、必ずしも取引の不当性に繋がるわけではない。例えば交渉力上の格差が、どれだけ当該
取引以外の選択肢を交渉相手方が持っているかによって説明できるのであれば、交渉上の
格差に競争政策上の不当性があるとはいいがたい。 

他方で、昨今の原材料価格の高まりや円安の進行など事業環境が大きく変化するなか、適
切な価格形成ができずに、中小企業の事業継続が困難になることが指摘されている。実際に、
農業者の適正な価格形成の成否が食料供給基盤の脆弱性に直結するとの問題意識から、適
正な価格形成に関する協議会が 2023 年 8 月に農林水産省に設けられた。円滑な価格転嫁と
は何か、個別事例に立ち戻りつつ、適切な競争状態と比較して価格転嫁がなされていない原
因は何か、円滑な価格転嫁がなぜ必要なのか、理論的にも詰めていく作業が必要であろう。 

 
３．DX の進展 26 

新型コロナウィルス感染拡大防止における三密（密閉・密集・密接）の回避は、対人サー
ビスを主とする観光や公共交通等に対する需要を急減させる代わりに、オンラインを使っ
た在宅勤務や電子商取引を拡大させ、電子マネーなど非接触による取引機会の拡大につな
がった。デジタル化による AI（人工知能）やビッグデータ等の活用は、業種を超えてデー
タが繋がることにより、更なる産業構造の再編成を促す可能性（デジタル・トランスフォメ
ーション。以下 DX）を秘めている。 

AI 技術は汎用技術（general purpose technology。以下 GPT）と捉えることが適当という
指摘もある（Trajtenberg, 2018）。いわば AI 技術は、イノベーションを生み出すための装置
（invention of a method of invention27）といえる。 

GPT は、ある特定のプロセスにおけるコストを低下させるというプロセス・イノベーシ
ョンの側面だけでなく、既存の社会経済システムの機能を分離（アンバンドル化）させ、そ
の機能を組み替える（リコンビネーション化 28）することによって、新たな本源的な

 
26 本節は、大橋（2023a）を参考にしている。 
27 Griliches（1957）は、雑種のトウモロコシ（hybrid corn）の発明によって、各地域に適
したトウモロコシの品種改良を促した点を指して、この言葉を使っている。これは GPT
が周辺領域において新たなイノベーションを継続的に生み出すという正の波及効果をもつ
という性質を表している。 
28 理論的な背景は Weitzman（1998）を参照。 
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（primitive）需要を生み出す点にある。例えば、Bresnahan（2010）が GPT の例として挙
げた「鉄道」は、その登場によって消費地と生産地が地域的な制約から解き放されることに
よって、消費と生産がそれぞれ規模の経済性を生かすことを可能にした。同様に例となった
「通信」の登場は、コミュニケーションを電話機のある場所から解き放すことによって、新
たな経済活動が生じることになった。電力も、エネルギーの生産と消費が同一の場所で行わ
れる必要性を排することで、生産立地の自由度を大きく高めた。 

機能のアンバンドル化によって、従来分離不可能と考えられて機能同士を遊離させるこ
とができ、そこから新たな機能との結合（リコンビネーション）が可能となり、システム転
換（すなわち構造転換）が生じる。この点を実証的に検証した研究の 1 つに Beraja, Yang, 
and Yuchtman （以下 BYY, 2023）がある。BYY （2023）は、中国の公安部が市中で収集
した顔画像のデータを自治体（省）が民間企業に画像解析業務として委託している点に注目
し、その委託業務を受注した民間企業が公共調達を通じてどれだけ顔画像の AI 解析技術を
向上させたかを分析している。自治体に応じて顔画像発注量や顔画像の質が異なることを
念頭に、公共調達の質・量の違いが民間企業の AI 技術水準の向上に与えた影響を定量的に
分析した。 

分析の結果、顔画像を多く収集している省から多くのデータ発注を受ける民間企業ほど、
AI 技術の進歩が速いことが明らかにされた。この点は、①政府によるデータ収集を民間開
放することによって、民間の技術成長が促されることを示しているだけでなく、②データを
中央集権的に収集して利活用することの効率性についても示している。 

AI 技術の進展には、ビッグデータを広く技術進歩に活用することが望ましく 29、データ
が分散的に囲い込まれて、互換的に接合できない状態は技術進歩の妨げになる。こうしたデ
ータの互換性は民間保有データだけでなく政府保有データについてもいえることであり、
こうしたデータの標準化を進めることは、競争政策の観点でも意義を有することが分かる。 

例えば、広くデータが活用されて AI 技術が進展することは、AI 技術の適用先での新たな
需要を創出することにつながり、社会経済構造の転換を促すことになる。適用先での領域や
企業によって用いられる技術が、複数の汎用技術間を容易にスイッチできるようにするこ
とは、特定の汎用技術に適用先技術が囲い込まれることのないようにするためにも重要な

 
29 医療介護における AI の受容性については岩田他（2020）、馬奈木・森田（2022）、AI を
活用した自動運転における損害賠償ルールについては日引他（2022）、AI を活用した会計
監査については宇宿他（2021）、機械学習を用いた幸福感の分析は Li and Managi（2022）
を参照。ビッグデータを用いた分析として、企業間取引に着目した多くの分析がある。例
えば、Kichikawa et al.（2022）、Fujiwara et al.（2021）、Arata（2022）、Goto and Souma
（2020, 2022）、Di Gulmi and Fujiwara (2022)、Yoo et al. (2022）、Mizuno et al.
（2020）、Sato et al.（2020）、Arata and Miyakawa（2021）を参照。 
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手当てであると思われる 30。なおデジタル化に伴うデジタルプラットフォーム事業者によ
る寡占化の弊害については、大橋（2020b、2021）に詳しいため本章では取り上げないこと
とした。 

 
４．経済安全保障とエネルギー改革 

新型コロナウィルス感染症の拡大において、マスクやワクチンといった感染症対策に有
効な物資の供給途絶が生じ、サプライチェーンの脆弱性が顕在化した。併せて、世界各国で
半導体需要が増大した結果、自動車用を中心に、半導体に対する供給不足が恒常化する懸念
が生じた。エネルギー安全保障のような自律性の確保のみならず、積極的な産業政策・技術
開発を展開することで重要技術の優位性を獲得しようとする点、また基幹インフラやサプ
ライチェーンといった経済活動全般にまで拡大してきた点に、近年の経済安全保障の特徴
がある 31。 

本章ではわが国のエネルギー、とりわけ電力を取り巻く環境変化を振り返りつつ、自由化
と経済安全保障にかかわる論点を浮き彫りにしたい。まず電力システム改革に焦点をあて、
システム改革以降の電力システムを取り巻く事象について振り返る（4.1 節）。次に、３E（経
済効率性、環境適合性、安定供給）のうち、経済効率性と安定供給との間のリバランスが燃
料調達において見られ始めている点を議論する（4.2 節）。最後に燃料価格の高騰に対する
政府の対応について言及する（4.3 節）。 

 
4.1．システム改革と安定供給 32 

わが国を取り巻く資源エネルギーをめぐって、3 つの相互に絡みあう環境変化がある。ひ
とつは地政学的なリスクの高まりである 33。具体的には 2021 年秋頃から始まり、ロシアの
ウクライナ侵攻によって深刻化した、輸入資源価格の高騰がある。2 つ目は、脱炭素の加速

 
30 例えば、地方公共団体における情報システム調達における既存ベンダーへのロックイン
に対する公正取引委員会での実態調査（2022）では、システムの疎結合化やオープン化の
重要性を競争政策上の考え方として示している。特定の GPT へのロックインが回避され
ることで、適用先の領域や企業の選択を通じて複数の GPT 間での競争が進展するととも
に、デファクトスタンダード（市場競争を通じた標準化）の確立がよりスムーズに進むこ
とが予想される。なお IT サービス化と企業の生産性との関係については金・乾（2020）
を参照。 
31 中村（2021）。なお、企業間取引とマークアップの関係については Nakamura and 
Ohashi（2022）を参照。 
32 本稿は大橋（2021, 2022）を参考にしている。 
33 なお地政学的なリスクに伴う経済政策の不確実性の影響については Souma et al.
（2022）、Fujitani et al.（2021）を参照。 
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化だが、この点は次章で触れる。3 つ目は、電力・ガスというエネルギーのシステム改革で
ある。電力システム改革 34は 2020 年に一旦の終了をみて 2 年が経過するが、今、システム
改革の影響が、先の地政学的なリスクと脱炭素の流れと相まって、わが国の国民経済に深く
影響を及ぼしている。 

システム改革の取り組み後、2019 年までは、電力の短期市場価格は低位に推移した。2018
年夏の北海道胆振東部地震の際には、エリア全域での停電があるなど、自然災害時の稀頻度
過酷事象に対する供給力確保に課題が指摘されたが、年 2 回行われている電力の需給検証
では、深刻な供給力不足が指摘されることなく、安定供給は確保されてきた。つまり、電力
システム改革は成功だったと 2019 年時点までは評価されていた。 

こうした中で、2020 年から 2021 年にかけての断続的な寒波と LNG 不足によって、数か
月に亘る需給ひっ迫が生じ、市場価格が過去に例を見ない水準まで高騰した。2021 年 3 月
には、季節外れの寒波の到来と、福島県沖地震による設備故障等の影響により、東日本地域
での需給ひっ迫を回避できない状況となり、史上初の需給ひっ迫警報を発することになっ
た。これが、その後の電力価格の大幅な高騰に繋がった。 

成功したはずの電力システム改革が、なぜエネルギー危機に対応できていないとされた
のか、あるいは対応できていないように見えたのか。この点を理解するには、当初の電力シ
ステム改革の成功がどのようにもたらされた、その原因に立ち戻る必要がある。 
 
4.2．自由化と安定供給との相剋 

2016 年の小売全面自由化によって、700 社超の小売事業者が新たに参入した。電力とい
う貯蔵できず制御の難しい商品市場に、これだけの企業が新たに参入できたわけは、スポッ
ト市場における電力価格が安価だった点が大きい 35。 

安価な市場価格が形成された理由の 1 つに、電源の大半を有する大手電力（すなわち旧
一般電気事業者）に課した電力市場への限界費用玉出しという自主的取組がある。大手電力
に対して、発電電力を燃料費相当（つまり限界的な発電費用）で電力市場に供出することと
し、価格に固定費用を乗せないように行政の監視対象とした。また 2017 年からは、一般送
配電事業者に再生可能エネルギーの買い取り義務が課せられ、太陽光パネルから発電され
た電気がほぼ 0 円で電力市場に投入され始め、価格の下方圧力として働いた 36。 

 
34 電力システムについては池田（2020）、金本（2022a, 2022b）を参照。 
35 本稿では詳細を議論しないが、自由化によって需要側リソース（DSR）が伸長してい
る。需要抑制の定量的分析については Isogawa, Ohashi, and Anai（2022）を参照。また送
電線についても混雑を許容する運用（例えばノンファーム接続を許容する運用）に変わり
つつある（八田, 2020）。 
36 再生可能エネルギーの卸電力取引市場価格への影響については Shimomura et al.
（2022）を参照。 
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こうした規律と相まって、卸電力取引市場では、発電電力の 3 割以上が取引されるまで
に流動性が高まった。これまでのように、相対契約を結ぶことで供給力を事前に確保しなく
ても、短期市場で安価に電気が手に入るようになったのである。この結果、スポット市場で
電気を調達して、小売市場に転売する新電力の参入が相次いだ。 

自らの供給力を事前に確保せず、短期市場での調達に依存するビジネスモデルが広がる
ことは、電力システムの観点で 2 つの問題を孕んでいた。ひとつは、固定費に関わる点であ
る。スポット市場における限界費用での玉出しでは、発電時の燃料費を回収できても、固定
費を回収することはできない。こうした懸念に対応すべく、2024 年からは固定費を回収す
るための容量市場が開設される。しかし、容量市場で落札できないと商業的に電力供給をす
ることができなくなることから、まずは電力供給できる権利を獲得するために、ゼロ円で入
札を行う事業者が相当数いることが、既に開催された容量市場の入札結果から明らかにな
った。つまり容量市場は、必ずしも固定費回収が行われる場になっていないのではないかと
懸念される。この点が、脱炭素化の流れと相まって、休止や廃止を決断する火力発電が後を
絶たない状況の原因でもあると思われる。 

第 2 の問題は、燃料調達に対する影響だ。自由化前においては、わが国の燃料調達は、資
源国との長期相対契約が主であった。大手電力は、自らの供給エリアで必要とする燃料を、
安定的な価格で、5 年や 10 年という長い期間にわたって資源国から調達してきた。地域独
占と総括原価方式は、燃料調達の量と価格に対して見通しを立てるうえで、長期相対契約を
下支えする制度であった。 

小売全面自由化が始まり、価格が市場にゆだねられるなかで、総括原価方式のもとで確保
されてきた価格に対する予見性が低下したばかりか、地域独占がなくなり、顧客が他事業者
にスイッチできるようになったことから、事業者は中長期でどれだけの販売量かを見通す
ことが難しくなった。価格と量の双方に中長期的な予見性が低下したことから、長期相対契
約を維持し続けることが難しくなった。仮に長期相対契約で販売量以上の量を調達してし
まうと、余剰分を安価な市場価格で売らざるを得ず、取引損を被ることになるからである。 

この傾向が決定的になったのは、2020 年 4 月の、石油先物価格がマイナスになるという
事象であった。これは、コロナ禍特有のものだったと考えられるが、長期相対契約での価格
面での不利は否めず、安定供給に対する事業性が見込めないなか、わが国の事業者は資源国
との長期相対契約を更新せずに順次終了するようになった。 

こうしてわが国の燃料調達はスポット価格に晒される比重が高まっていたところ、ロシ
アによるウクライナ侵略等を背景にした燃料の供給ひっ迫に直面し、電力・ガス価格の高騰
に対する脆弱性をあらわにしたのである。 

 
4.3．価格高騰への政策対応 

政府は、コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に基づいて、原油価格
の高騰が国民生活や経済活動に悪影響が生じるのを防ぐことを目的として、燃料油価格の
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激変緩和対策事業を実施するとともに、「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」
では、エネルギー価格の高騰により厳しい状況にある家庭や企業の負担を軽減するため、電
気・都市ガスの小売事業者などを通じて値引きを行う「電気・ガス価格激変緩和対策」を
2022 年 12 月から実施をしている。 

次章で議論するように、わが国はカーボンニュートラルを目指すなかにあって、短期的に
は燃料価格の高騰に対する補助が必要であっても、中長期的には燃料価格に依存しない経
済社会に向けて、環境負荷の低い代替原料・燃料の使用へと移行する機会として生かすべき
だろう。 

また前節で述べたように、電力事業者の採算性が自由化の移行において悪化し、経済効率
性が事業者においてより優先される状況にあるなかで、燃料調達に対する事業者のインセ
ンティブも大きく変化している。安定供給という外部性を事業者に責務とするには、何かし
ら補完的なシステムが自由化のもとでは必要である。自由化前までは地域独占と総括原価
方式のもとで分権的に、大手電力各々に対して安定供給を半ば自主的な形で担わせてきた。
自由化のもと、全国大でのメリットオーダーを目指すなか、安定供給も全国大で考えるのが
効率的かもしれないが、中央集権的な安定供給の確保には制度的な補完が不可欠である。何
かしらの方法で事業者を相互連携させるのか、公社のような公的な組織に担わせるのか、あ
るいは分権的な安定供給の仕組みを維持したまま、各事業者に達成すべき安定供給目標を
割り当てるのか。事業者の「安定供給マインド」に頼らない安定供給確保の仕組み創設が急
務であろう。 

 
5．GX の進展と新たな政策立案のあり方 37 

新型コロナウィルス感染拡大のなか、経済活動がいかに温室効果ガス（GHG）の排出を
増大させているか、私たちは痛感することになった。GHG 排出量は、コロナ過が始まった
2020 年に前年比 8％減となったと国際エネルギー機関から公表された（IEA, 2020）。この
減少幅は、第二次世界大戦以降の下落幅をすべて足し合わせた量の 2 倍以上に上っており、
1900 年以降でも最大の下落幅である。 

環境省によると、わが国における 2019 年度の GHG 排出量（速報値）は 12 億 1300 万 t-
CO2 である。2050 年までの残り 32 年間、コロナ禍での削減比 8％が毎年続くとすると、
2050 年の GHG 排出量は 2018 年比 93％減の 8600 万 t-CO2 となる。新型コロナウィルス
感染拡大への対策を取りつつ、経済活動の停滞から出口を見出すには、GHG 削減と経済成
長との両立に相当の工夫が求められることが分かる。 

世界規模での脱炭素化に向けた取り組みが加速するなか、わが国でも新たなビジネスモ
デルを創出し，産業構造を転換する機会と捉える機運が高まっている。カーボンニュートラ
ル（GHG 排出量をネットでゼロにすること。以下 CN）にいち早く移行するために、カー

 
37 本章は大橋（2021, 2023b）を参考にしている。 
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ボンプライシング（CP）を経済社会システム全体の変革（グリーントランスフォメーショ
ン、以下 GX）を牽引するきっかけとすべきという見方が台頭してきている状況が、まさに
この機運を象徴するものと言えるだろう。本章の構成は以下のとおりである。まず GX 投資
の特徴について述べる（5.1 節）。次に、GX 投資支援における政策立案と評価のあり方につ
いて触れる（5.2 節）。その上で、GX 投資支援を実行化するための体制について議論し（5.3
節）、最後に競争政策との関係について述べる（5.4 節）。 

 
5.1．GX 投資の特徴 

わが国は 2020 年 10 月に 2050 年 CN をめざすことを宣言するとともに，2021 年 4 
月には，2030 年度の新たな温室効果ガス排出削減目標として，2013 年度から 46％削減す
ることをめざし，さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けるとの方針を示している。 

わが国が CN を実現し，さらに世界全体の CN 実現にも貢献しながら，今後 10 年間での
官民投資額全体を 150 兆円超にまで高めていくためには，個別の産業において炭素中立へ
移行するための代替手段を開発する必要がある。 

CN への代替技術がある企業に対しては，行動変容を促すための CP は有効に機能しうる
38。しかし，代替手段がない企業や産業に単に CP を課せば，それはリーケージ（国外への
移転）を誘発することにもなりかねない。そうした代替技術のない産業の新技術の開発に対
して，規制と一体となった支援が求められる所以がここにある。 

また代替技術が社会実装された後にも，取り組みが先行する企業とそうでない企業が出
てくることが予想される。こうした取り組み強度の違いによる不公平を是正するために，排
出量を調整する仕組みとして排出量取引が検討された。そもそも CN とは、異なる主体によ
る人為的な排出量と人為的な吸収・除去量が国内・世界において均衡している状況を指して
おり、異なる主体によるクレジットを通じた量の取引が成立していることが前提となって
いる。将来的に必要となる排出量を調整する仕組みの導入を踏まえ，自ら掲げた目標値を達
成するための自主的な排出量取引の仕組みを措置し、これを将来の仕組みに向けた準備の
ための取り組みとして位置づけたものが、「GX リーグ」での活動となっている。GX 推進法
の取り組みは、大企業のみならず，中小企業にも均霑した先の姿をめざしたものとも言える
だろう。 

 
5.2. GX 投資支援における政策立案と評価 

不確実性が高く、他方で民間企業が自ら投資をするのに躊躇するような技術開発の案件
は複数年を要し、また金額も巨額になる傾向がある。こうした GX 投資の特徴を鑑みると、
GX 投資に対する支援政策には、従来の政策とは異なる考え方が求められそうである。 

 
38 この一例として自動車の燃費向上に対する補助金の効果を分析したものとして Kitano 
(2023)を参照。 
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これまでのわが国の政策は、大胆に単純化すれば「単年度主義」・「透明性」・「公平性」の
三つが求められてきたと言える。予算は会計年度内で使われて翌年度に持ち越されること
はなく（単年度主義）、評価が次の政策立案に使われることは期待されず、公開がなされれ
ば良しとされ（透明性）、一つの企業や業種に巨額の投資支援をするよりは、できるだけ多
くの企業に対して広く薄く均等に予算を配布すること（公平性）が一般的だったのではない
かと思われる。 

GX 投資支援で求められているのは、「単年度主義」・「透明性」・「公平性」からの脱却で
ある。経済社会情勢が不確実な中において、複数年にわたる支援（従来の「単年度主義」か
らの脱却）を、少数の企業や業種に投じるもの（従来の「公平性」からの脱却）である。GX
で求められるニーズが社会経済の変化とともに変わる以上，GX 投資の方向性や目標も、社
会経済のニーズに応じて、機動的に微修正を施せるよう、政策立案の段階である程度の不確
実性を事前に予見してプログラム化する等の仕組みが必要である 39。 

こうした政策立案のあり方は「アジャイル型政策立案」の考え方とも軌を一にするところ
がある。アジャイル型政策立案の要諦は、政策を執行しながら（リアルタイムに）データを
取りつつ、会計年度とひも付けることなく適宜評価を行い、必要に応じて政策変更を可能と
する仕組みを政策立案の段階に埋め込むことにある。とりわけ長期を見据えた GX 投資の
支援においては、最初に決めた施策を最後まで変えずに貫き通すのではなく、当初の見込み
違いや誤りがあれば、その反省から学びつつ、機動的に政策立案の変更に反映させるという
評価の仕方が不可欠であろう。こうした評価への取り組みは、DX（デジタルトランスフォ
ーメーション）を伴った動きにつなげるべきだ。この GX の取り組みの背景にある「アジャ
イル型政策立案」の考え方は、「行政の無謬性」という社会からの暗黙の要請から政策立案
を解放させるための一助にもなることが期待される。 
 
5.3．GX 投資支援を実行化するための体制 

不確実性が高くアジリティを求められる政策執行において、どのような評価軸や KPI
（Key Performance Indicator）を置くかは、GX 投資支援を進めていくうえでの課題になる。
例えば、政策の結果責任を成果ベースで問うことが考えられるが、市場環境や国外・国内の
技術競争、あるいは人事異動などといった外部環境の変化に応じて、政策効果と関係なく成
果が異なる可能性があるからである。こうした再現性の乏しいプロジェクト評価において
は、成果ベースを評価軸とするには問題があるといえる。 

一例に、エネルギー生産性の改善を評価軸に取った場合を考えてみよう。このときエネル
ギー生産性の改善の効果は、労働生産性の低下や高付加価値製造業の海外移転の効果と似
ており、政策効果の見分けがつかない可能性がある。また収益性を評価軸としても、収益に

 
39 なおここでは GX を念頭に論じるが、ここで挙げた 3 つの性格は、経済安全保障などに
も通じる考え方である。 
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反映するまでに時間が掛かる脱炭素投資は評価されず、当該投資が進まないということに
なりかねない。 

他方で、こうしたアウトカムやアウトプットの評価ではなく、インプットで評価したとし
ても、モラルハザードを避けることは難しく、GX 投資がベストエフォートでなされたこと
を識別するのは困難である。つまり投資行為をもって、支援政策の評価が困難であるとすれ
ば、GX 投資におけるモニタリング・評価のあり方は、新たな政策立案・評価の手法を求め
るものとして検討がなされるべきではないか。アウトプットやアウトカムといった行政当
局内や外部有識者の評価だけでなく、GX 投資に対する市場の評価も使えないか検討に値す
るだろう。「単年度主義」・「透明性」・「公平性」から脱却した先にある、政策の立案・評価
のあり方を議論すべきときにある。 

 
5.4 GX 投資と競争政策 

GX へ向けての事業者あるいは事業者団体の取組は、新たな技術や優れた商品を生み出す
点で競争促進的な効果を持つものであり、加えて GHG 削減にもつながることから、環境に
おける外部負効果を軽減し社会的な便益を向上させる効果をもつ。 

他方で、特に鉄鋼や化学等といった排出削減困難な（hard-to-abate）セクターにおいては
企業単独での GX の取組には限界がある。例えば石油コンビナートにおける設備を水素や
アンモニア仕様にしようとしても、1 社単独ではサプライチェーンを構築することはできず、
他方で、化学プラントでは様々な副生物を他社設備も利用しながら、複雑な原材料の融通の
なかで設備利用をしていることから、関係する企業間での合意のもとで初めてコンビナー
トの CN 化を行いうることになる。 

こうした取り組みは企業間の情報交換に基づく設備の利用・稼働制限や共同廃棄を前提
とすることから、競争政策上はカルテルの懸念を拭いさることができないとして、公正取引
委員会の運用指針でも、「独禁法上問題とならない行為」に区分されるには至っていない 40。 

GX 投資のなかには、新たなインフラ整備に近い側面があり、とりわけ hard-to-abate セ
クターにおいてはその傾向が強い。わが国は、石化資源だけでなく、脱炭素資源も乏しい国
情にあり、水素にしてもアンモニアにしても輸送をしなければならないというコスト面で
の圧倒的劣位にあるなかで、国内における生産・雇用基盤を維持する観点でも、CN に向け
ての国内法制度の運用による後押しは不可欠である。 

この点は、短期的な競争促進（設備投資を所与としたもとでの価格競争）と中長期的な競

 
40 公正取引委員会『グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法の考
え方』（2023 年 3 月 31 日）。本論にて記した、「生産設備の共同廃棄」（想定例 10）や「温
室効果ガス排出量の削減目標の設定に伴う設備等の利用制限」（想定例 19）、「生産設備等
の稼働制限を伴う共同生産等」（想定例 34）は独占禁止上問題となる行為の想定例に分類
されている。 
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争促進（設備投資も含めた競争）との間に齟齬があり、中長期的な競争促進のためには協調
投資が求められる場合に、競争政策をいかに適切に運用するべきかという、古くて新しい論
点 41が再び提起されているといえよう。 
 
6．おわりに 

ウィズコロナ時代に入り、わが国を取り巻く社会経済課題はより緊急性を増している。人
口減少・少子高齢化に加えて、デジタル化やカーボンニュートラル、そして経済安全保障は、
わが国の持続的な経済社会を形成するうえで欠かすことのできない論点である。 

人口減少において需要が伸び悩む市場においては、需要拡大の局面と違って供給が過剰
になる傾向が強い。海外諸国と異なり、わが国においてマークアップが伸び悩むのはこうし
た人口減少に伴う結果と整合的である。こうしたなか、規制緩和によって事業分野や地域の
クリームスキミング（いいとこどり）が起こると、地域によっては競争促進策が逆に地域基
盤サービスを提供する事業者のネットワーク維持を困難にさせ、地域から地域基盤サービ
スが消滅する可能性があることが指摘される 42。 

デジタル化においても、インターネットの普及により情報の非対称性が減じて、社会の民
主化が促され、市場競争が活性化すると期待されたが、巨大 IT 企業の誕生やデータの囲い
込みなど、自由市場が市場支配力を抑止するという考え方は必ずしも成り立たないことが
明らかになった。 

経済安全保障では、コロナ禍での医療用マスクの供給不足の経験から、民間企業のみに依
存したサプライチェーンの形成では、緊急時に国民の生命が守れないことを露呈した。この
点から、国において重要な技術やインフラを守るには、国による政策的な関与が一定程度必
要であることが認識されるようになった。 

CN においては、単に CP を導入すれば脱炭素化と経済成長がバランスよく促されるわけ
ではない。脱炭素技術の進展や脱炭素に向かうための社会インフラやサプライチェーンの
構築も見据えた社会協調的な投資が促される必要がある点を本稿では強調した。 

市場メカニズムを生かす視線は依然として重要でありながら、そうした市場メカニズム
を生かすための規制・支援の仕組みや制度インフラの整備を官民が共同して作り上げるこ
とで、社会厚生を最大化する視点がいま求められている。こうした仕組みや制度整備に向け

 
41 例えば不況時における設備投資の調整カルテルは、過剰な設備を廃棄することが価格の
維持行為（例えば、不当な取引制限）につながり得るという点で問題とされた。GX の文
脈では、設備廃棄と共に CN 投資による新たな設備の導入あるいはリプレイスメントが含
まれており、この CN 投資の費用対効果は、他企業と協調することで初めて発揮される状
況にあると考えられる。 
42 地域基盤サービスとしては、例えばバスなどの公共交通や地方銀行といったサービスが
政策的な注目を浴びた。 
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ての取り組みと競争阻害行為とをどのように峻別するのか。競争上の影響を恐れるがゆえ
に取り組みに躊躇が生まれることがあってはならない。政策の運用・執行上の整理が求めら
れるところだろう。 

またコロナ禍を経て、政府のプレゼンスが大きくなり、GX 投資に代表されるように大規
模なリスクを負うようになっている。複数年度の大規模な政策支援の対象に選ばれた少数
の企業に行うような政策が実施されるなかで、政策評価や政策運用上のガバナンスのあり
方に対して新たな考え方が求められている。こうした点を考えるにあたり、過去における類
似の政策支援の事例 43からの学びをしっかり踏まえることも、今後の研究課題であろう。 
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